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平成３１年度
入札・契約手続きの主な改定内容
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平成3１年度の入札・契約への対応方針

■ 新たな施策に対する試⾏

項 ⽬ 現状と課題等 試⾏概要（案）

１

業務チャレンジ型の試⾏ •地域防災⼒を⾼めるためには、地域コンサ
ルタントの技術⼒向上、育成が重要。

•地域コンサルタントの中には、国⼟交通省
の業務実績がなく、業務成績等の加点評価
を受けられないため⼊札に参加できない者
もある。

・国⼟交通省の業務実績がない企業の参
加機会を確保。
・「業務成績」、「表彰」を評価項⽬せ
ず、災害協⼒、災害協定の締結などを評
価。
・従来、価格競争で発注していたものを
総合評価落札⽅式簡易型（⼀般競争）で
発注。
・総合評価で求める実施⽅針は簡易なも
のとし、２段階評価とする。

２

⼥性技術者の活躍推進に向
けた取り組み

•業務の⼊札契約⼿続において、⼥性活躍に
関する評価項⽬がない。

•コンサルタント業界にいて⼥性技術者が活
躍できる環境整備を促進させる。

・５千万円以上のプロポーザル業務を対
象に参加表明者審査で「くるみん」「え
るぼし」の認定を評価する。
・平成３2年度からの実施に向け、平成
３1年度は業界への周知期間とする。
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✓災害時において、地域コンサルタントの担う役割が大きく、地域防災力を高めるた
めには、地域コンサルタントの技術力向上、育成が重要。

✓地域コンサルタントの中には、国土交通省の業務実績がなく成績・表彰の加点がな
いため中国地整発注業務の入札に参加できない者もある。

✓そのことから、地域コンサルタントの技術力向上、育成を目的に国土交通省の業務
実績がない企業の参加機会を確保する「業務チャレンジ型」の試行を実施する。

１．目的

3

・総合評価簡易型（１：１）、一般競争
・地域要件を設定。
・「業務成績」「表彰」を評価項目としない。
・地域貢献度として、災害協力、協定締結を評価。
・簡易な実施方針の提出を求め２段階で評価。

～業務チャレンジ型の試行～（平成３１年度実施）

今まで
業務チャレンジ型

・価格競争方式
・地域要件を設定。
・「業務成績」「表彰」を評価項目とする。

新 規

対象業務 ： 従来価格競争で行っていた２，０００万円以下の測量、地質、設計業務
平成３１年度は、各事務所１件程度の試行を実施



～女性技術者の活躍推進に向けた取り組み～

目 的 ： コンサルタント業務において女性技術者が活躍できる環境整備を促進させる。

試行内容 ： 業務の参加表明者評価で「くるみん」「えるぼし」認定企業加点評価を行う。
２０２０年度（平成３２年度）から実施予定
対象業務は、公募型又は簡易公募型プロポーザル業務。（５千万円以上）

当面の対応： ２０１９年度（H31年度)は、周知期間とし、実施に向けて業界への周知を行う。

＜参 考＞

・女性の活躍推進向けた公共調達の取り組みとして、平成２８年度から物品役務の調達
において、参加企業評価時に厚生労働省が認定する「くるみん」「えるぼし」の認定企業を
加点評価する取組がスタート。 大規模工事の発注においても同様の取り組みが始まって
いる。

(1) 女性活躍推進法に基づく認定（えるぼし認定）
（労働時間等の働き方に係る基準を満たすものに限る。）

(2) 次世代法に基づく認定（くるみん認定・プラチナくるみん認定）

●確認（評価）の対象となる認定等の例
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項 ⽬ えるぼし認定 くるみん認定

１ 根拠法令 ⼥性活躍推進法 次世代育成⽀援対策推進法

２

概要 ⼥性活躍推進法では、⼥性の活
躍推進に関する取組みの実施状
況が優良な事業主は、都道府県
労働局への申請により、厚⽣労
働⼤⾂の認定を受けることがで
きます。

次世代育成⽀援対策推進法で
は、仕事と家庭の両⽴⽀援や
ワークライフバランスを進め
るため「⾏動計画」を⽴てて
実施し、⼀定の要件を満たし
た企業は、「⼦育てサポート
企業」として厚⽣労働⼤⾂の
認定（認定マーク「くるみ
ん」）を受けることができま
す。

３

認定基準（⼀部抜
粋）

男⼥別の採⽤における競争倍率
（応募者数／採⽤者数）が同程
度
※評価基準の⼀部に⼀定の期間（１年）が
必要なものあり

男性の育児休業等取得者が1⼈
以上いること
※⾏動計画は2年以上5年以下

４

認定マーク 様々な企業や社会の中で
活躍し、星のように輝く
⼥性への「エール」と、
そんな輝く⼥性が増えて
いくようにとの願いを込
められています

⾚ちゃんが⼤事に包ま
れる「おくるみ」と
「職場ぐるみ、会社ぐ
るみ」で仕事と⼦育て
の両⽴⽀援に取り組も
うという意味が込めら
れています。

～女性技術者の活躍推進に向けた取り組み～
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism  Chugoku Regional Deveropment Bereau

平成31年度 業務の入札・契約方針
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業務の入札・契約方式

少額随意契約方式

価格競争
入札方式

公募型競争入札方式（政府調達協定（ＷＴＯ））

簡易公募型競争入札方式

通常指名競争入札方式

特命随意契約方式（特許・著作権の所有など）
競争性のない
随意契約方式

【予定価格】

４０百万円

価格別入札・契約方式

企画競争
（プロポーザル方式）

価格競争
入札方式

最も入札価格の

安い業者と契約

最も技術力があると評価

した業者と随意契約

参加者の有無を確認する公募方式
（唯一性の確認）

公募型プロポーザル方式
（政府調達協定（ＷＴＯ））

簡易公募型プロポーザル方式

標準プロポーザル方式

競争性のある
随意契約方式

企画競争（プロポーザル方式）

発注者が選定した者以外に参加者を求め、参加者がいない

場合には当該者と随意契約、参加者がいた場合は、企画競

争（プロポーザル方式）により特定した業者と契約

◆業務の入札方契約式は、以下のとおりである。

価格競争

総合評価落札方式

価格競争

総合評価落札方式

一般競争入札（総合評価落札方式）

６８百万円

業務の入札・契約方式

標準プロポーザル

簡易公募型プロポーザ
ルに準じた手続きも可

ＷＴＯ適用

簡易公募型

５０百万円

通常指名競争

公 募 型
※政府調達協定（ＷＴＯ）に
基づく表４のサービス対象

ＷＴＯ適用除外 ＷＴＯ適用除外ＷＴＯ適用

1百万円
少額随意契約

簡易公募型競争入札に
準じた手続きも可
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【河川事業】

業務内容に応じた発注方式の選定
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【道路事業】

業務内容に応じた発注方式の選定

定期点検（法定点検以外）
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【測量調査】

業務内容に応じた発注方式の選定
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【地質調査】

業務内容に応じた発注方式の選定
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【都市計画】

業務内容に応じた発注方式の選定
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【下水道事業】

業務内容に応じた発注方式の選定
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【建 築】

業務内容に応じた発注方式の選定
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism  Chugoku Regional Deveropment Bereau

平成31年度 低入札への対応
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低入札価格調査基準の改定
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2件 2件 2件 3件
1件 10件

6件 3件
6件 4件 3件

1件 1件

21件

14件
9件

0件

10件

20件

30件

40件

50件

60件

H28 H29 H30 H28 H29 H30 H28 H29 H30 H28 H29 H30 H28 H29 H30 H28 H29 H30

土木 測量 地質 港湾 その他 合計

未契約件数 契約件数

低入札の発生状況

◇平成３０年度の低入札があった業務は４１件で、低入札契約業務件数は９件。
◇低入札による契約件数は年々、減少。

※対象は、中国地方整備局全体（H30年度は12月末までに契約した業務）

低入札による契約件数の推移

低入札とは、調査基準価格未満で応札されたもの。
低入札契約業務とは、低入札で応札した者と契約した業務件数。

土木 測量 地質
港湾
（建設・測量・調査）

その他
（補償・営繕）

合計

41件

55件

56件

9件

9件 8件

21件 22件

15件
14件

13件

11件
14件

13件

4件
5件 4件 3件
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価格競争入札方式における低入札者対策

● 低入札の更なる品質確保対策の導入

中国地方整備局競争契約入札心得第６条第２項第二号の規定に基づき、低入札者の入札を申出により無効として取り扱う

〔入札心得 第６条第２項〕

開札後、次の各号のいずれかに該当することとなった場合は、当該者のした入札は無効として取り扱うものとする。

二 入札公告等の定めに基づき契約担当官等が専任の監理技術者等とは別に配置を求める技術者を配置することができな

いとき

□ 増員担当技術者の配置
【概要】 調査基準価格（品質確保基準価格）に満たない価格で入札がなされた業務については、受注者は管理技術者と同

等の資格、実績を有する増員担当技術者の配置を追加した上で業務を実施することを義務付ける。

【対象】 価格競争方式

① 管理技術者の保有している業務実績（同種・類似）
※

と同等の実績を有する者

② 管理技術者に要求される資格を有している者

③ 手持ち業務の契約金額が４億円未満かつ１０件未満であること
※ 管理技術者の同種・類似の業務実績は、通常指名競争入札では要件として設定していない

が、低入札者については、特記仕様書で業務実績を求める。

低入札業務通常業務

管理技術者

管理技術者

＋

増員担当技術者

増員担当技術者の要件

● 低入札価格調査に該当した場合の受注者の義務

● 価格競争方式における低入札

• 価格競争入札で低入札となった業務が多い

• 業団体からも、価格競争入札方式で低入札者の辞退が可能となるような制度要望あり

増員担当技術者の配置が出来ない場合は、当該入札者の入札は無効とする。

継 続
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● 低入札者確認時の対応

• 発注者は、低入札を行った者に対し、増員担当技術者の配置の可否について、文書により確認の連絡を行う。

• 増員担当技術者の配置の可否は、受注者からの申し出による。

● 増員担当技術者の配置が可能な場合

• 低入札を行った者に増員担当技術者の資格・要件が確
認できる資料（別途様式）を速やかに提出するよう求
める。

• 低入札を行った者から提出された増員担当技術者の資
格・要件の確認を行う。

• 増員担当技術者の要件が満足する場合、低入札を行っ
た者の入札を有効として、予決令第８６条の低入札価
格調査（中国地方整備局が定める品質確保価格調査）
※を実施した上で、契約の可否を決定する。

※（ ）は500万円以上 1000万円未満の場合

• 増員担当技術者の要件が満足しない場合、中国地方整
備局競争契約入札心得第６条第２項第二号の規定に基
づき、低入札を行った者の入札を無効として取り扱う
こととする。

● 増員担当技術者の配置ができない場合

低入札を行った者が増員担当技術者を配置可能と申し

出た場合の発注者の対応

低入札を行った者から増員担当技術者の配置ができない
旨の申し出があった場合、当該者の入札を無効として取り
扱う。

平成 年 月 日

支出負担行為担当官中国地方整備局長

又は

分任支出負担行為担当官中国地方整備局

○○事務所長 殿

住所

氏名 印

下記業務において、当社の入札額が予決令第８５条に基づく

調査基準価格に満たなかったことから、入札説明書に規定する

「低入札価格調査に該当した場合の受注者の義務」の実施可否

について確認の連絡を受けましたが、当該義務のうち増員担当

技術者の配置について、実施できないことを申し出ます。

件名

増員担当技術者の配置ができない場合の申出書（雛形）

価格競争入札方式における低入札者対策 継 続
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism  Chugoku Regional Deveropment Bereau

平成31年度
設計業務等標準積算基準書の歩掛改定
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設計業務委託等における標準歩掛について

 歩掛実態調査結果等を今年度分析し、下記項目について、歩掛を作成・改定

１．標準歩掛を改定
・河川測量業務：実態乖離の是正
・深浅測量業務：実態乖離の是正
・弾性波探査業務：実態乖離の是正

１．改定概要

 業界団体ヒアリング、発注件数、技術基準の改定等の状況を踏まえ、歩
掛調査・新設・改定を順次実施
・H30・H31調査結果を分析し、歩掛を改定
・過年度準備をもとに、歩掛実態調査及び調査準備を実施

２．次年度の予定
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弾性波探査（解析等調査業務
費）：
1kmあたり（○：新設）
－（ 現地踏査）
－（ 解析）
－（○照査）

●河川測量業務：歩掛の実態との乖離の対応

標準歩掛改定について

●河川測量業務：歩掛の実態との乖離の対応
●深浅測量業務：歩掛の実態との乖離の対応
●弾性波探査業務：歩掛の実態との乖離の対応

１．改定概要

歩

２．内容

1業務あたり
－（作業計画）

測量主任技師 測量技師 測量技師補

現行歩掛 0.8 0.6 0.3

改定歩掛 1.1 0.6 0.4

測量主任技師 測量技師 測量技師補

現行歩掛 0.2 0.3 0.4
改定歩掛 0.5 0.4 0.4

●弾性波探査業務：歩掛の実態との乖離の対応

理事、技師長 主任技師 技師（A) 技師（B)
現行歩掛 1.5 4.5 4.5 6.0
改定歩掛 1.7 5.3 4.5 5.0

●深浅測量業務：歩掛の実態との乖離の対応
1業務あたり
－（作業計画）
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-合理化- 旅費交通費等の積算改善

● 旅費交通費の積算に関する担当者の負担が大きく、公告質問での個別対応が求められるケース
も多いため、違算によるリスク低減や積算の合理化による業務効率化が必要。

● 受注者が行う積算においても業務の本質と異なる旅費交通費の積算に多くの労力をかけてお
り、生産性の低下を招いている。

１．背景

２．検討内容

業
務
価
格

業
務
原
価

直
接
原
価

間
接
原
価

直
接
人
件
費

直
接
経
費

一
般
管
理
費
等

そ
の
他
原
価

旅費交通費（積上げ）

そ
の
他

β

α

積算体系（土木設計）

電子成果品作成費（率計上）

電子計算機使用料及び
機械器具損料（率計
上）

特許使用料（積上げ：頻度低）

積算（例） 23

旅費積算

除く
79%

旅費積算
21%

発注者

旅費積算

除く
77%

旅費積算
23%

受注者

積算所要時間Ｈ29年度アンケート結果より

受発注者ともに予定価の3％の旅費積算部分について
全積算時間の2割以上をかけている。



旅費交通費の積算について

区分
旅費割合（対直接人件費）

※1

測量業務 0.56％

地質調査業務※2 2.14％

土木設計業務 0.63％

調査、計画業務 1.49％

工事監督支援業務 4.15％

適用対象業務において以下の率によって当初旅費交通費の積算を行う。
（乖離の状況については、フォローアップ調査の実施）

別表（旅費交通費 H30設定率）

現行の積算方法 試行の積算改善の方向性

• 旅費交通費の率計上

• 実態調査の継続的な実施

• 実態に応じた旅費交通費の設定

※1 宿泊、滞在なしの場合 ※2 地質調査業務については直接調査費

• 旅費交通費の積み上げ

旅費交通費＝
交通費（鉄道運賃等）
＋往復旅行時間にかかる直接人件費
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism  Chugoku Regional Deveropment Bereau

【参考】
設計業務委託等技術者単価について
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平成31年度設計業務委託等技術者単価について

１．設計業務委託等技術者単価とは
・設計業務委託等技術者単価は、国土交通省が発注する公共工事の設計業務
委託（コンサルタント業務・測量業務等）の積算に用いるための単価。

・毎年度実施している給与実態調査結果に基づいて決定。
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平成31年度
設計業務等業務共通仕様書の改正
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設計業務委託等に関する共通仕様書の改定等

テクリス登録時の確認方法の変更。

土木設計・測量・地質調査等の業務関係共通仕様書

共通仕様書の改正イメージ

※この他、必要箇所において文言を修正

改 正 現 行

第１編共通編
第１章総則
第１１１０条提出書類
受注者は、契約時又は変更時において、契約
金額が100 万円以上の業務について、業務
実績情報システム（以下「テクリス」という。）に
基づき、受注・変更・完了・訂正時に業務実績
情報として作成した「登録のための確認のお
願い」をテクリスから調査職員にメール送信し、
調査職員の確認を受けた上で、受注時は契
約締結後、15 日（休日等を除く）以内に、登録
内容の変更時は変更があった日から、15 日
（休日等を除く）以内に、完了時は業務完了後、
15 日（休日等を除く）以内に、訂正時は適宜、
登録機関に登録申請しなければならない。な
お、登録できる技術者は、業務計画書に示し
た技術者とする（担当技術者の登録は８名ま
でとする）。

第１編共通編
第１章総則
第１１１０条提出書類
受注者は、契約時又は変更時において、契約
金額が100 万円以上の業務について、業務
実績情報システム（以下「テクリス」という。）に
基づき、受注・変更・完了時に業務実績情報
として「登録のための確認のお願い」を作成し、
受注時は契約締結後、15 日（休日等を除く）
以内に、登録内容の変更時は変更があった
日から、15 日（休日等を除く）以内に、完了時
は業務完了後、15 日（休日等を除く）以内に、
書面により調査職員の確認を受けたうえで、
登録機関に登録申請しなければならない。な
お、登録できる技術者は、業務計画書に示し
た技術者とする（担当技術者の登録は８名ま
でとする）。
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設計業務委託等に関する共通仕様書の改定等

テクリスシステムの更新に伴い、低入札調査基準価格以下で落札された業務に
ついて業務名の登録方法の記載を変更する。

土木設計・測量・地質調査等の業務関係共通仕様書

共通仕様書の改正イメージ

※この他、必要箇所において文言を修正

改 正 現 行

第１編共通編
第１章総則

第１１１０条提出書類
また、受注者は、契約時において、予定価格
が1,000万円を超える競争入札により調達さ
れる建設コンサルタント業務において調査基
準価格を下回る金額で落札した場合、テクリ
スに業務実績情報を登録する際は、「低価格
入札である」にチェックをした上で、「登録のた
めの確認のお願い」を作成し、調査職員の確
認を受けること。

第１編共通編
第１章総則

第１１１０条提出書類
また、受注者は、契約時において、予定価格
が1,000万円を超える競争入札により調達さ
れる建設コンサルタント業務において調査基
準価格を下回る金額で落札された場合、テク
リスに業務実績情報を登録する際は、業務名
称の先頭に「【低】」を追記した上で「登録のた
めの確認のお願い」を作成し、調査職員の確
認を受けること。
例：【低】○○○○業務
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設計業務委託等に関する共通仕様書の改定等

発注者の責務の明確化のため、貸与資料の貸与時期の記載を追加。

土木設計・測量・地質調査等の業務関係共通仕様書

共通仕様書の改正イメージ

※この他、必要箇所において文言を修正

改 正 現 行

第１編共通編
第１章総則

第1113条 資料の貸与及び返却

調査職員は、設計図書に定める図書及びそ
の他関係資料を、受注者に貸与するものとす
る。

なお、貸与資料は、業務着手時に受注者に
貸与することを原則とし、これに依らない場合
は、業務着手時に貸与時期を受発注者間で
協議する。

第１編共通編
第１章総則

第1113条 資料の貸与及び返却

調査職員は、設計図書に定める図書及びそ
の他関係資料を、受注者に貸与するものとす
る。
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平成31年度
業務成果等の品質確保に向けた取り組み
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①業務の適正な履行期間の設定および履行期限の平準化 （1/2）

・適正な履行期間を確保した上で、測量、地質調査及び設計の一連の流れを踏まえ、計画的な業務
発注（早期発注）に努め、履行期限が年度末に集中することを防ぐ。
→履行期限の年度末集中による受注者の作業時間・照査時間の不足により発生する不具合を回避する。

・全ての業務（測量・地質調査・土木関係建設コンサルタント業務）を対象とする。
ただし、発注者支援業務等および環境調査など１年間を通じて実施する業務については、対象外
とする。

３．対象

・履行期間の適正な確保
「設計業務等標準積算基準書（参考資料）」における履行期間の算定をもとに適正な期間を確保する。

・履行期限の平準化
履行期限の設定については、当該月に履行期限を迎える業務件数の比率が以下の数値になること

を目標とする。
４月～１２月 ３０％以上 （４月～１２月の合計）
１月～３月 ７０％以下
３月 ４０％以下

なお、業務履行過程における契約内容の変更などにより、やむを得ず履行期間の延長などが発生
することを踏まえ、最終的な履行期限が目標値に達成するよう、当初目標の引き上げや適切な業務
管理を図る。

２．実施内容

１．目的

継 続
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①業務の適正な履行期間の設定および履行期限の平準化（2/2） 継 続
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中国地整

平成２７～３０年度業務の履行期限設定状況及び結果（測量・地質調査・土木関係建設コンサルタント）

【目標】業務完了時期の割合

Ｈ３０年度 ４月～１２月：２５％以上、１～２月：２５％以上、３月：５０％以下

Ｈ３１年度 ４月～１２月：３０％以上、１～３月：７０％以下、３月：４０％以下

・早期発注、国債、当初ゼロ国債を活用して計画的に業務発注
・年度内に適切な履行期間を確保できなくなった場合は、適切に翌債手続を実施
・業務完了時期が１月～３月となる業務件数割合の減少を目指す

★H31.2時点 速報
値

１月～３月 72.4%
１月～３月 76.2%

３月は40%以下となっているが、
1月～３月の割合は７６％と高い

４．実施状況

33



３．体制

２．実施内容

１．目的

詳細設計業務発注時において、発注者が必要な設

計条件等を確認するためのツールとして、条件明示
チェックシート(案)を活用

条件明示チェックシート（案）の確認項目

① 適正な履行期間の確保及び履行期限の設定の確認

② 基本的な設計条件・計画条件等の確認

③ 関係機関との調整事項、協議の進捗状況等の確認

④ 貸与資料（測量・地質・予備設計成果等）の確認

⑤ その他（事業間連携、コスト縮減、環境対策等の確認）

発注者の条件明示の遅延等による履行期間の圧迫、作業の手戻り等を回避し、業務成果の品
質確保を図る。

• 未確定の設計条件については、条件確定の予定時期や協議
の進捗状況等を条件明示チェックシート（案）に記載し、詳細設
計業務の受注者に提示

• 受注者は、発注者から受け取った条件明示チェックシート（案）
を業務スケジュール管理表に反映し運用

予備設計時に作成 詳細設計受注者に適切な時期に設計条件を提示し、業務に反映。

確実な条件明示のための体制として、｢設計業務の条件明示検討会（仮称）｣を開催し、明示すべ
き設計条件について、設計図書に確実に反映できているかを副所長以下の複数の視点で確認

〔開催時期〕 詳細設計業務発注の決裁前に実施
〔確認体制〕 副所長、発注担当課長、調査職員等 ※発注者責任の確実な履行

４．試行

平成24年度 道路詳細設計、橋梁詳細設計
平成25年度 【追加】 樋門・樋管詳細設計、排水機場詳細設計、築堤護岸詳細設計、

‘ 山岳トンネル詳細設計、共同溝詳細設計
平成26年度 【追加】 砂防堰堤詳細設計

②条件明示の徹底（条件明示チェックシート（案）の試行） (1/3)
紹 介
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条件明示チェックシート（案）【道路詳細設計の抜粋】条件明示チェックシート（案）【道路詳細設計の抜粋】

確認日

Ｎｏ 明示項目

主な内容
【選択】
○：対象
×：対象外

【選択】
○：全条件確定済
△：一部条件確定済
×：条件未確定

確認日を
記入

確認できる
資料の名称、
頁等を記入

確認状況「○」以外の進捗
状況を記入。確定予定、協
議実施予定の時期がわか
るもの等については、具体
的に記入する。

【選択】
・確認済
・未確認

履行期間は適切になっているか｡ ○ ○ H23.12.22 ・・・・・・・ 確認済

事業ｽｹｼﾞｭｰﾙは明確になっているか｡ ○ ○ H23.12.22 ・・・・・・・ 確認済

暫定計画､将来計画の有無を確認し､反映しているか｡ ○ × 半月後に提示予定 確認済

設計範囲､内容､数量は明確になっているか｡ ○ ○ H23.12.22 ・・・・・・・ 確認済

気象条件(積雪寒冷地の適用等)は明確になっているか｡ ○ × ・・・・・・・
予備設計時の協議内容、
決定事項を整理中

確認済

地下水(自然水位､被圧水位)､湧水､河川水位の条件･状
況は明確になっているか｡ ○ ○ H23.12.22

橋梁予備設計
報告書PXX

確認済

動植物等に係わる制限は明確になっているか｡ × 確認済

道路規格とその根拠は明確になっているか｡ ○ ○ H23.12.22 ・・・・・・・ 確認済

道路の設計速度とその根拠は明確になっているか｡ ○ ○ H23.12.22 ・・・・・・・ 確認済

道路の必要内空(建築限界等)は明確になっているか｡ ○ ○ H23.12.22 ・・・・・・・ 確認済

設計交通量､大型車混入率等とその根拠は明確になって
いるか｡ ○ ○ H23.12.22 ・・・・・・・ 確認済

道路の横断面構成とその根拠は明確になっているか｡ ○ ○ H23.12.22 ・・・・・・・ 確認済

履行期間
事業

ｽｹｼﾞｭｰﾙ
１

２
基本的な
設計条件

道路詳細設計業務実施に必要な条件 対象項目 確認状況 確認資料 備考
担当課長

による確認

・・・重点項目（条件確定に時間がかかる項目であり、

条件未確定の場合は、業務履行に影響が大きく

なるため、早期に調整すること）

②条件明示の徹底（条件明示チェックシート（案）の試行） （2/3）

紹 介
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②条件明示の徹底（条件明示チェックシート（案）の試行） （3/3)

発注者 受注者

予備設計
（完了）

関係機関協議

詳細
設計

発注時

業務
実施時

② 予備設計で作成した｢条件明示チェック
シート(案)｣の確認
予備設計・実施設計が同一の場合、予備設
計後期間が経過している場合は、発注者が
作成

① 予備設計の受注者が｢条件明示チェックシー
ト(案) ｣を整理し、成果品として納品

③関係機関協議の内容を追加
｢条件明示チェックシート(案)｣を更新

④ ｢条件明示チェックシート(案)｣に基づき、
明示すべき設計条件を確認
※ 条件明示検討会(仮称)で確認

⑤ 発注時において、提示可能な設計条件を発
注関係図書に明示

⑥ 業務着手時に｢条件明示チェックシート
(案)｣を設計者に提示

⑦ ｢条件明示チェックシート(案)｣をもとに｢業
務スケジュール管理表｣を作成

⑧ ｢業務スケジュール管理表｣で管理
発注時に明示できなかった設計条件を業務
途中の適切な段階に明示

図 条件明示チェックシート（案）の運用の流れ

紹 介
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目的

概要

実施

体制

その他

○現地の詳細状況や制約条件等を設計等に反映。

○設計に際し留意すべき各種現地の情報や状況を関係者が一同に会し共有する事に

より、 現地の詳細状況や制約等を成果品に反映させる。

事例：設計条件、施工の留意点、関連事業や計画の進捗、用地取得状況、

進入路、施工ヤード、周辺施設、用排水路等

○業務発注担当課＋工事監督者等＋受注者（コンサル等）

発注担当課とは、主任調査職員または調査職員、受注者とは、管理技術者

また、工事監督員等は、当該業務に関連のある事業箇所の監督職員、

事業箇所の監督職員が未定の場合は、主任監督員として見込まれる者等をいう。

受発注者協議により、複数会実施することも可能とする。

○業務内容に応じて、「参加者の選定」と「適切な開催時期」を検討する。

○事前に確認事項を整理する等、効率的な合同現地踏査の実施に努める。実施後は、

実施内容について記録等をし、受発注者間での情報共有を徹底する。

（事例：議事録、合同現地踏査時の情報を平面図に落とし、参考資料として成果に添付するなど）

発注担当課 工事監督員等

コンサル等

現 地

主任調査職員

または

調査職員

監督職員

または
主任監督員と見込まれる者

管理技術者

③合同現地踏査

※Ｈ２９から地質技術者等の参画による品質確保の試行を実施
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○受注者は、契約後速やかに業務スケジュール管理表（以下管理表）を作成、発注者の
承諾を得る。

管理表の記載項目例（作業内容、工程、発注者が行うべき※条件明示内容、受発注者の検討期限等）

目的

概要

実施

体制

その他

○受発注者双方が役割分担を明確化し、進捗状況を共有することで適切に工程を管理。

○発注者は管理表に記載された設計条件に関する質問等に迅速に対応し、回答待ちによ
る作業時間・照査時間の短縮を防ぎ、適切な業務の実施に努める。

※条件を明示する前提条件として、「設計が進捗しなければ判断できない項目」、「関係者との協議が必要な項目」もあるこ
とから、あらかじめ当該項目については明示可能な時期等を受注者と合意しておく事も必要。

A案でどうか？ 3日後の地元説

明後に回答しま
す。

○発注者 ○コンサル等
管理表

○受注者は、管理表を業務進捗にあわせ常時最新の情報に更新する。

○管理表の様式は過度に複雑化せず受発注者双方が利用しやすい様式とする。

○業務発注担当課＋受注者（コンサル等）

受注者
発注者

④業務スケジュールの適切な管理 継 続
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【記載例】業務スケジュール管理表

　　　業　　務　　名 平成00年度 00号△△BP○○詳細設計業務
　　　設 計 会 社 名 ××株式会社
　　　契　　約　　額 \00,000,000(消費税込み)
　　　管 理 技 術 者 ○○　○○　***@****.co.jp　　　　TEL:000-000-0000
　　　担 当 技 術 者（主） △△　△△　***@****.co.jp　　　　TEL:000-000-0000
　　　　　　　　　　（副） ××　××　***@****.co.jp　　　　TEL:000-000-0000
　　　照 査 技 術 者 □□　□□　***@****.co.jp　　　　TEL:000-000-0000

月 月 月 月 月 月 月 月

1

1 1 1

1 1 1 1 1 1 1 1

1 1 1 1

1 1 1 1 1 1 1 1

1 1 1 1

1 1 1

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 12 2 2 2 2 2
1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 2 2 2 2 2 2

1 1 1 1 1 1 1 1 1 2 2 2 2 2 2
1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 2 2 2 2 2 2

1 1 1 1 1

1 1 1 1 1 1 1 1

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 12 2 2 2
1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 12 2

1 1 1 1 1 1

1 1 1 1 1 12 2 2 2

着手時　通知書、経歴書、技術者届等
　業務計画書、業務カルテ
　現地踏査報告
　身分証明書の発行
変更時　変更業務計画書、業務カルテ
　業務カルテ
○○都計道縦断照査
　●●用水近接施工協議（○○樋管）
　●●用水近接施工部の検討（開削）
　●●用水近接施工協議（放流管）
設計技術審査会資料（案）の提出
説明資料（案）の提出
説明追加資料の作成・提出

次 回 打 合 せ */* 00:00～：施工計画、新技術活用検討、技術提案内容の実施状況説明

最終変更資料1/13送付済み完了○/○ ○ ○ ○/○ 済 完了 内容確認協議の実施
○/○ ○ ○/○

メ－ル、電話により発注者と調整中
○/○ ○ 済 計画事項について●●の承諾を得る

□□調整池の放流管統合検討を行う

済 交差点変更の経緯を纏める ○/○

放流管の統合検討 河川管理者に再度、統合をしない方針で発注者側から協議をする河川協議を行う（施工協議を含む）
○/○ ○ ○ 済 ●●用水に近接施工の説明を行い了承を得る 試掘結果を反映した放流管法線及び近接度合いの検討
○/○ ● ●

・●●川改修を考慮した交差道路縦断検討が必要
済 近接施工の方法について決定

当初設計縦断の照査*/* ○○川の将来計画資料借用 ・10/1当初縦断にて問題が無いことを報告
矢板引抜きの影響が生じないようできる限り離隔を確保する 恒久グラウトによる影響の遮断を提案○/○ ○

○/○ ○ ○ 済
○/○ ○ －

完了時に返却 ○/○
－○/○ ○

○/○ ○
○/○
○/○ ○ ○/○

○ ○/○ 済
済

着手日 作業事項（タスク）

○ ○/○ 済

■計画　■実績

作業者 期限 状況 今後の検討事項･課題･目標 解決策等発注者 受注者 内　　容 予定 懸案事項

施
工
計
画

　施 工 手 順 ・ 工 程 計 画

　下部工施工計画・仮設計画

　上部工架設計画・現道切廻し計画

　設 計 図 ・ 数 量 計 算

橋
梁
設
計

予
備

　一 次 選 定

　二 次 選 定 （推奨案決定）

詳
細
設
計

　橋 台 工 詳 細 設 計

　橋 脚 工 詳 細 設 計

　付 属 物 詳 細 設 計

　上 部 工 詳 細 設 計

逆Ｔ擁壁追加作業

放流管統合検討

　道路排水計画設計

　警　察、地　元
交通量最新データ待ち→協議予定無し

試掘・立会い

道
路
設
計

道
路

　ダイヤモンドＩＣ詳細設計

調
整
池

　各種検討（構造・樋管形式・ﾙｰﾄ計画）

　補強土壁・擁壁詳細設計・逆Ｔ擁壁

　詳　細　設　計

　照明、標識、添架物 別途業務で対応

 関係
　機関

　交 差 道 路 管 理 者 (◆◆県)
交通量最新データ待ち 検討資料作成

　河 川 関連 （◆◆県・●●用水）

 基本
　条件

　道　路　条　件(幅員、線形)

　地　質　条　件

　交差条件（道路・河川）

　荷　重　条　件

　資料収集・整理

8/20～25 11/1～/6

12/2～/611/2～/6

　現地踏査

○ ◎合同打合せ　●技術審査会

　照　　　　　査

◎ ○ ○◎ ○ ○ ○○
1 2

○ ○
備　　　考

　設 計 打 合 せ  ○ ○   ○
作業項目 8

●○

当面の目標、予定 工期内納品

1/20～/25 3/10～/15

9 10 11 12 3
  ◎

現 在 の 状 況
＜橋梁＞成果チェック完了、概要書作成中
＜道路＞*/*納品に向けて、細部について照査、修正中
＜調整池＞放流管の試掘完了、現計画で対外協議を踏まえ作業予定、○月上旬完了予定

現在の課題、問題
＜道路＞特に無し
＜調整池＞調整池設計（樋管）に関して、今後河川協議が必要

平成00年0月00日～平成00年0月00日

現在

○：完　了
●：未完了

「業務スケジュール管理表」は、業務の進捗状況、懸案事項等について受発注者
が、共有し業務を円滑に実施することが目的です。
様式についても、当該様式にこだわらず業務内容に応じて適正な内容を設定願いま
す。

受発注者が協議の上、必要な項目を設定願います。

○必要な作業事項、作業者、期限等を明確化する。
○発注者の判断・指示の回答期限の遅延によりその
後の業務工程に影響を及ぼし、業務の一時中止、繰
越処理等を含む履行期間の延長及び業務委託料の変
更が必要な場合には、契約書の定めに基づき適切な
処理を徹底すること。

○作業事項毎に「状況」や「今後の作業や検討事項」をあらかじめ抽出する。 ○懸案事項、解決策を記載し受発注者の情報共有を図る。

◎業務スケジュール管理表は、当該業務の全関係者（受発注者）が最新の状況を共有することが重要。

確実な照査の実施ができるよう具
体的な照査期間を明示してくださ
い。

照査技術者名を追記

業務スケジュールの適切な管理【記載例】 参 考

履行期間設定支援型スケジュール管理表の試行を開始
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目的

概要

実施

体制

その他

○業務実施中に受注者より設計上検討に関する質問・協議があった際に回答。

○業務実施中に受注者より設計上検討に関する質問・協議があった場合には、その日

に回答することを原則とする。

○ワンデーレスポンスの取り組みを全ての業務において実施する。

○業務発注担当課＋受注者（コンサル等）

質問・協議

○受注者は、業務進捗に合わせて、適切な時期に質問・協議を行う。

※質問・協議事項の優先順位や重要度を示した上で、検討期間も踏まえた適切な時期に

質問・協議を行うこととする。

○なお、回答に検討期間を要する場合は、回答が可能な日を受注者に通知する。

※質問・協議に対する回答については、主任調査職員等による書面で行う。

発注者 受注者（コンサル等）

⑤ワンデーレスポンスの実施

A案でどうか？ 3日後の地元説

明後に回答しま
す。

受注者

発注者

継 続
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目的

概要

実施

体制

その他

○工事目的物の品質確保を目的として、施工段階において、発注者（設計担当、工事担
当）、設計者、施工者の三者による「三者会議」を実施し、設計思想の伝達及び情報共有
を図る。

○対象工事は、発注者が指定する場合、現場条件が特殊である、施工に要する技術が

新規または高度である等、設計時の設計意図を詳細に伝達する必要があると認めた工

事とする。また、工事請負業者からの申し出に応じて、三者会議を実施できるものとする。

但し、発注者が三者会議の開始が可能と判断した場合に限る。

○三者会議に係る設計者の経費は、発注者が負担する。

○会議では、設計者からの設計意図の説明、発注者からは施工上の留意事項の説明、
施工者からは現場条件に適した技術提案の説明等を行い、それらに関する質疑応答を
通じて、参加者間の情報共有を図る。

なお、回答に検討期間を要する場合は、回答が可能な日を受注者に通知する。

⑥三者会議の実施

○三者会議の構成・実施内容

・出席者：発注者、工事施工者、設計者

・時 期：①施工計画作成時等の施工着手前

②現場条件の変更に伴う検討が必要な時

③工事完成後

継 続

※Ｈ２９から地質技術者等の参画
による品質確保の試行を実施
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⑦確実な照査の実施

３．対象

１．背景

○ 「詳細設計照査要領」の義務付け

基本事項の照査については、「詳細設計照査要領」に基づき実施することを特記仕様書で義務付け
ることにより、基本的事項の照査内容を統一し、成果品の品質確保を図る。

○照査期間の確保

業務着手段階において、照査の実施時期、必要な期間について、受発注者で協議の上、その着手
日及び期限を定め、業務管理スケジュール表等に明示することにより、照査期間を配慮した工程管
理を行う。

○照査技術者自身による照査報告

業務の成果品納入時において、成果品のうち照査報告書については、照査技術者自身による報告
を原則とすることにより、受注者の照査に対する意識の向上を図る。また、成果品の納入時以外にお
いても、必要に応じて、照査技術者自身からの照査報告を実施できるものとする。

２．実施内容

○詳細設計照査要領の実施の義務付け、必要な照査期間の確保、照査技術者自身による照査報
告の実施により、受注者による確実な照査を実施するための環境を整備する。
→受注者の照査に対する意識の向上、照査の質の向上を図る。

○ 「詳細設計照査要領」の義務付け → 詳細設計業務８工種
○照査期間の確保 → 全ての詳細設計業務において、原則実施する。

○照査技術者自身による照査報告 → 全ての詳細設計業務において、原則実施する。

継 続
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⑦確実な照査の実施 （赤黄チェックの義務化）

○三者会議における設計不具合調査によると、設計不具合の主要因は、データ入力時の不注意・確
認不足による図面作成ミス（単純ミス）。
→確実な照査の実施により設計不具合の軽減を図る。

○各分野の照査を対象とする。
○新たに「照査」に赤黄チェックを追加し計上する。

３．対象

１．背景

○受注者の単純ミスに最も効果があると期待される、いわゆる赤黄チェック※を義務化する。
※赤黄チェック

詳細設計においては、成果物をとりまとめるにあたって、設計図、設計計算書、数量計算書等について、それぞれ及び相互（設計図－設計
計算書間、設計図－数量計算書間等）の整合を確認する上で、確認マークをするなどしてわかりすく確認結果を示し、間違いの修正を行う
ための照査（赤黄チェック）を原則として実施する。

。

２．実施内容

設計計算書（照査例） 設計図（照査例）

<受注者>
照査について、確認・

修正結果を設計図面、
設計計算書及び数量計
算書

（以下、設計図面等）
に書き込み、それらを残
す等、照査の根拠となる
資料を示す。
<発注者>
成果品納入時におけ

る照査報告において、
設計図面等の照査の根
拠資料の提示を受注者
に求める。

継 続
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⑧労働環境の改善（ウィークリースタンスの実施）

３．対象

１．目的

ウィークリースタンス実施項目（案）について特記仕様書に記載し、打合せ（業務着手時）において
当該業務で取り組む内容について協議する。

【ウィークリースタンス実施項目（案）】

１）ノー残業デーの時間外や土日に作業が発生することの無いよう留意する事項

・ 水曜日は、勤務時間外の連絡及び１６時以降に掛かる打合せは行わない。

・ 水曜日に資料作成依頼を行う場合は、翌日木曜日を期限日としない。

・ 金曜日に資料作成依頼を行う場合は、翌週月曜日を期限日としない。

２）正規の勤務時間外に仕事をすることが前提とならないよう留意する事項

・ 資料作成依頼を正規の勤務時間外には行わない

・ 資料作成依頼を行う場合には、適切な期間を確保し期限を設定する。

２．実施内容

○受発注者協同のもと、計画的に業務を遂行することにより、労働環境のさらなる改善を目指す。

発注者支援業務を含む全ての業務（今後契約するもの）を対象。

ただし、災害対応等の緊急を要する場合は除く。

継 続
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